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Ⅰ　はじめに
　本論文は、日中の国交が未回復であった960年代を中心に戦後の日本のプラント輸出、および技術
移転がどのように行なわれていたかを、㈱クラレ（以下、クラレと略称）における合成繊維ビニロン
の開発と工業化に焦点をあてて実証的に明らかにする。具体的な課題は以下の３点である。
　課題①プラント輸出に際して必要とされたノウハウが何であったかの検証。課題②そうした技術が
必要とされた背景、すなわち中国の衣料事情、経済事情の確認。課題③プラント輸出を通して見える
日中間の政治・経済関係の確認。
【課題設定の意義】
　日本経済は、第二次大戦による壊滅的な被害を受けた生産基盤を立て直し、950年代後半からの20
年間余は世界に例を見ない高度成長を維持し、世界をリードする規模の経済へと発展した。この時代
にクラレは戦災を受けた工場を復興し、950年に合成繊維ビニロン2の工業化を世界に先駆けて実現
した。その後、963年～974年の間に中国向ビニロン・プラント輸出３件を成功させた。この歴史的
な過程について上記の課題を設定する意義は以下の４点にある。
　⑴戦後の中国向プラント輸出の先駆けとなり、衣料繊維に不足する中国国民にビニロンを供給し、
中国の化学工業、とりわけ合成繊維工業の発展に大きな影響を与えた。⑵プラント輸出の成功は、戦
後の日中関係を互恵平等の方向で修復する上で大きな転換点となった。⑶戦後日本の合成繊維工業を
支えたクラレにとって、プラント輸出は中国との人的交流と信頼関係を構築し、後続のプラント輸出
や中国との合弁事業実現の伏線となった。⑷中国化学工業の歴史が抱えている戦前戦後の連続と断絶
という問題を考える際の１つの重要な素材となる。
　このように重要な意義を持っているにもかかわらずクラレのビニロン・プラント輸出の実態は知ら
れていない。それは社会主義中国が行っていた厳しい情報管理と中国をめぐる日本国内の政治状況と
　現社名：株式会社クラレ。英文表記：KURARAY. CO. 中文表記：可楽麗公司
2　ビニロン：ポリビニル・アルコール系合成繊維の通称。英文表記：Vinylon　中文表記：美尼羅牟。
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いう二つの要因によって関連する資料の公開が妨げられてきたからである。本報告はこれまで利用さ
れることがなかった資料を発掘し、こうした研究史上の空白を埋めようとするものである3。
Ⅱ　ビニロン事業の展開
課 題：本節ではビニロンの開発経緯と工業化の成功要因を解明し、戦後復興期の日本経済へのビニロ
ンの貢献度を検証する。
１.開発の経緯
　①93年にドイツの研究者ヘルマンとヘーネル4は、ポバール5水溶液から繊維の紡糸に成功したが、
製造された糸は水溶性繊維であったため外科手術に利用された。耐水性を付与する技術は未確立で、
開発された製品は衣料用途には不適合であった。
　②クラレは935年合成繊維の研究に着手し、カーバイドから得られるアセチレンを出発物質とする
ポバール系合成繊維の研究を推進した。一方、同種繊維を研究中の京都大学の喜多源逸・桜田一郎両
教授の指導下に、李升基助教授・川上博助手らが、939年にポバール系耐水繊維6「合成一号」を発表
して特許を取得7した。その基本特許権は京都大学の日本化学繊維研究所の所有とされ、広く工業化
のために開放されたという説が一般的である（大原［96］，pp. 45-46）が、942年登録の特許（第
47958号）に対し946年に某社から無効審判が請求された。しかし、実際の経緯は今少し複雑である。
特許出願した研究グループ代表者・桜田一郎の回顧によれば、京都大学側が異議申し立て期限内に手
3　 本稿は、藤本雅之［200］岡山大学大学院社会文化科学研究科・修士論文（200年１月提出）をまとめたもの
である。修士論文は岡山大学経済学部に所蔵されているが、執筆の課程で内部資料の閲覧を認めていただいた
クラレの要請に基づいて200年３月に複製が同社にも提出されている。修士論文は20年0月に立命館大学で
開催された政治経済学・経済史学会/秋季学術大会で報告として発表した（参考文献25）。その後、兼田麗子『戦
後復興と大原總一郎』（成文堂202年0月20日）が出版され、本稿には同書の内容と重複する部分があるが、そ
れらはすでに修士論文ならびに学会発表の中で記述されたもので、本稿には同書を参考にして記述した部分は
まったくない。
      なお、化学工業の戦前戦後の継承性という問題については、峰毅［2009］が、中国に継承された「満洲国」の
産業について、実態を分析している。同書は戦前戦後の中国における化学工業の発展過程を跡づけ、特に人材
面での連続性を検証することによって技術面での継承性を明らかにした。戦後の中国が化学工業を再建する際
に戦前の技術が継承されていたことを初めて体系的に明らかにした画期的な研究である。ただ、同書には継承
性を強調し、また中国側の資料である当代中国叢書編輯部（［986］『当代中国的化学工業』を主たる検討材料
としたことによって問題点も生じている。同書は中国がポバール・ビニロンを自前で開発したと主張するが、
950-60年代の中国にはポバール・ビニロンを自前で開発して生産する技術は確立されておらず、生産設備は日
本からのプラント輸入に頼らざるを得なかった。峰氏が強調する「満洲国」時代からの技術の継承は、戦後の
プラント輸入によって導入された新技術を吸収し消化していく土台として理解されるべきである。
4　 ヘミッシェ・フォルシュンクス社（Chemische Forchungs gesellschaft m.b.H）のヘルマン博士W.O.Herrmann）
とヘーネル博士（ W. Haehnel）を指す。
5　 ビニロンの原料ポリビニルアルコール（Polyvinyl alcohol）の略称で、ポバールまたはPVAと表記する。
6　 ホルムアルデヒド処理にて耐水性を付与。00℃の沸騰水に不溶で衣料用をはじめ多用途に展開可能となった。
7　 特許登録942年２月。特許番号JP47958「繊維形成後アセタール化する方法」大原［96］，p. 07）。
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続きを取らず特許は無効になった。これまでに別な重要特許も確立しており、大した執着もなかった
とされる（桜田［969］，pp. 97-98）。こうした経緯についてはこれまでの研究では全く言及されて
こなかった。また特許庁での検索結果でも948年５月に無効確定している。無効審判請求をした某社
は、特許明細書の詳細検討結果から耐水性付与技術で競合した鐘紡と推測される。ここには研究者間
での熾烈な競争があったことを物語っている。しかし、948年の無効査定までには６年余が経過して
おり、この間に新たな技術開発が加えられ、戦後の工業化に十分に寄与したといえる。この件は一般
には知られていない。
　京都大学の日本化学繊維研究所は産・学連携で研究を進めたが、ここに派遣されていたクラレ、大
日本紡績（現ユニチカ）、東洋紡績、日本レイヨン（現ユニチカ）の技術者によって、942年９月に
日産１トンのプラント計画が ｢羊毛様合成一号製造工場計画書｣ として作成された8。クラレは、こ
の研究成果を受けていち早く工業化に向けた取り組みを開始した（クラレ［987a］）。
２.試験プラントの稼働
　942年0月、クラレは基礎技術の研究を完了し、翌43年2月に工業化試験プラント（日産200Kg）
を完成させたが、同施設は945年６月の岡山空襲で全焼した（クラレ［987a］）。クラレは948年４
月に同試験設備を倉敷工場に移設・復元し、948年４月に操業式を挙行した。プラントはカーバイド
から繊維までの一貫方式で、生産能力は戦前のものと同規模であった（カーバイド６トン/日、酢酸
ビニル400Kg/日、ポバール200Kg/日、ビニロン200Kg/日）。生産された繊維については、操業式典
に参列した京都大学教授・桜田一郎から「ビニロン」と命名する提案があった（クラレ［987a］，p. 
44）。同年５月、合成繊維工業懇話会での協議により、ポバール系繊維の一般名称をビニロン（Vinylon）
とすることが決定された（大原［96］，p. 69）。
３.工業化への道程
⑴　基本技術の確立
　クラレは試作したビニロン繊維を各種製品に仕上げて実用試験を行ない、設備改善と品質改良を進
めて、948（昭和23）年末にはポバールとビニロンの製造技術を確立した（クラレ［987a］）。翌
949年２月には取締役会が、工業化方針を正式に決定した（クラレ［980b］，pp. 40-4）。
　クラレは原料から最終製品までを一貫生産することが品質を確保する上で重要だと考えていた。後
述するような巨額な資金負担をおして、繊維会社では前例のない原料遡及に挑戦し、ポバールの工業
化を敢行するものであった。クラレがポバールの自社生産に踏み切った理由はここにあった。
8　 『羊毛様合成一号製造工場計画書』はビニロン紡糸実験装置とともに、202年３月、日本化学会の「化学遺産」
に認定された。筆者は202年９月、京都大学化学研究所でこれらを閲覧した。
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　当時の商工省繊維局はクラレのポバール生産に賛意を示したが、同省化学局は化学品の生産は化学
会社に任せるべきとの反対意見を持っていた。これに対し社長の大原總一郎は「一貫作業の技術的重
要性とポバールの製造技術確立のために払った多くの犠牲を忘れることはできない」との信念を貫い
た（クラレ［980b］，pp. 44-45）；クラレ［987a］）。図１は、この時点における製造工程を示した
ものである。
A　ポバール
　
㓑㓟 ࣓ࢱࣀ࣮ࣝ ⱔᛶࢯ࣮ࢲЎ Ў Ў࢔ࢭࢳࣞࣥЍྜᡂЍ㓑㓟ࣅࢽࣝЍ㔜ྜЍ࣏ࣜ㓑㓟ࣅࢽࣝЍ㮯໬Ѝศ㞳Ѝ࣏ࣂ࣮ࣝ
B　ビニロン
　
Ỉ  Ỉ࣭Ⱒ◪ ࣐࣍ࣝࣜࣥЎ Ў Ў࣏ࣂ࣮ࣝ Ѝ⁐ゎЍℐ㐣࣭⬺ἻЍ⣳⣒ЍᘏఙЍ⇕ฎ⌮Ѝ࢔ࢭࢱ࣮ࣝ໬ЍỈὙ࣭஝⇱Ѝࣅࢽ࣭ࣟࣥࢺ࢘ 㛗⧄⥔Ўษ᩿ ࣐࣍ࣝࣜࣥЎ Ў⇕ฎ⌮Ѝ࢔ࢭࢱ࣮ࣝ໬ЍỈὙ࣭஝⇱Ѝࣅࢽ࣭ࣟࣥࢫࢸ࣮ࣉࣝ▷⧄⥔
出所：大原［96］，図表pp. 0-より筆者抜粋。
図１　ポバールとビニロンの製造工程図
　注目しておくべきことに、クラレは戦前来の独自技術だけでなく、そこに戦後に開発した技術9を
付け加えて、世界最先端の技術水準を実現していた。戦前技術の継承と戦後になってからの技術革新
はそれぞれ重要な意味を持っており、二つの技術の独自性を押さえておくことは化学工業に於ける戦
前戦後の連続性と断絶性を評価する上で重要である。
⑵　政府の合成繊維育成策とクラレの工場建設計画
　948年0月、日本政府の経済復興５カ年計画に合成繊維が組み込まれ、翌年５月には繊維生産審議
会から商工大臣に答申の「合成繊維工業急速確立の件」が省議決定された。これにより政府は資本と
技術を集中して、早急に合成繊維の経済単位工場を建設する意図を明示した。ポリアミド系繊維（ナ
イロン）については東洋レーヨン、ポバール系繊維（ビニロン）についてはクラレを担当企業として
９　 948年までに、酢酸ビニルの気相合成と連続重合法、連続鹸化によるポバール製造、酢酸メタノールの回収、
湿式紡糸、アセタール化処理による耐熱水性繊維製造の基本技術を確立し、パイロット・プラントを稼働させ
ていた（鈴木［983］，p.5）。詳細資料として安井［969］がある。
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選定し、資金調達等の援助措置を決定した（大原［96］，pp. 70-7）。
　こうした政府の動きを受けて949年２月、クラレはビニロン日産20トンの工場建設計画を立案した。
ポバール工場は電力豊富でカーバイド工場の多い富山0に、ビニロン工場はユーティリティ、港湾岸
壁、鉄道引込線等の付帯設備を有する岡山工場に建設されることとなった。第１期分の建設費は総額
36億円余であった。クラレの資本金は、当時２億５千万円であったから、投資負担は重かった。クラ
レは前期・後期に２分して投資を行なった。
⑶　建設資金調達と工場の建設
　工場建設には巨額な投資を必要で、前期工事だけで4億１千万円の建設費が見積もられた。949年
４月、ドッジライン　実施により、対日援助見返資金特別会計2 が設けられ、合成繊維を含む重要
産業に対して建設資金が供給されることになった（政府の合成繊維育成策）。しかし、閣議では合成
繊維工業への同資金投入はこの時点で時期尚早という理由で却下された。ドッジライン下の金融引締
めで資金調達は行き詰まった。大原總一郎社長は日本銀行の一万田尚登総裁に直談判し、「一企業の
利益のために興す事業ではなく、日本の繊維産業を復興するものだ」と訴えて協力を要請した。この
交渉の結果、949（昭和24）年0月、日本興行銀行を幹事とする5行が4億１千万円の協議融資を行
うことになった。
　これによってビニロン工場の建設にめどが立った。その後、政府の合成繊維工業に対する育成援助
も強化され、95年には対日援助見返り資金による融資も実現した。クラレは949年７月、資本金を
７億５千万円に増資し、社債を募集して資金を調達した（クラレ［980b］，pp. 4-42）。
　クラレは949年0月に富山ポバール工場の建設に着工し、翌50年９月にこれを完成した。同工場は
0月より日産５トンの生産を開始した。950年２月には岡山ビニロン工場についても建設工事を開始
し、同工場は同年0月に完成した。岡山工場は、月より富山工場製のポバールを使用し、日産20ト
ンで、世界初のビニロン繊維の工業化を実現した（クラレ［980b］，pp. 44-55）。戦前戦後の技術開
発を積み上げ、建設資金の調達に成功することによって、クラレはようやくポバールとビニロンの工
場生産を軌道に乗せることができたのであった。
0　 当時の日本の電力事情は「水主火従」であった。このため水力が豊かでカーバイド工業が盛んな富山が選定され、
昭和電工㈱富山工場に隣接してポバール工場を建設した（クラレ［987a］）。
　 949年、GHQの財政顧問ドッジが行なった日本経済再建勧告。政府支出削減・インフレ抑制・輸出増進をうたい、
１ドル=360円の為替レート設定等の諸施策が出された。
2　 正式には「米国対日援助見返資金特別会計」という。第２次大戦後、日本が米国から受けた援助物資を国内で
売却して得た代金を一括して経理するために、949年に（昭和24年法律40号）によって設けられた特別会計。
当初は通貨安定策として公債買入償還を行ない、50年以降は経済再建を目的に、公企業や重要産業に集中的に
投資した。53年８月廃止。
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４.戦後復興期の経済課題とビニロン工業
　戦後復興から間もない950年代は、日本経済を自立させることが国民的な課題となっており、国際
収支の赤字縮小が追求されていた。ビニロンの工業化は、この課題を実現する上で重要な意味を持っ
た。ビニロン（原料となるポバール）は、国内資源（石灰石、水力発電）から生産することが可能で
あり、木綿や羊毛に類似の性質を持つことから、外貨を使うことなく国民の衣料需要を充足できたか
らである。ビニロンは衣料分野における官公需要3や水産庁の ｢合成繊維漁網転換計画｣ に基づく漁
網需要を、外貨を節約しながらまかなう上で貴重な存在となった。外貨の節約と繊維需要の充足を両
立させるこうしたビニロン工業の特長は、中国政府がビニロン・プラントの輸入を追求した大きな理
由ともなった。以下ではこの対中プラント輸出の問題を検討してみよう。
Ⅲ　中国へのビニロン・プラント輸出
　本節では、中国へのプラント輸出の時代背景と交渉の経緯を概観し、複雑に交錯した政治的諸問題
をいかに克服したかを検証する。その上で、北京、上海、四川に建設されたクラレの各輸出プラント
の特徴を確認する。
１.時代背景
⑴　日本経済の状況
　950年代半ばから第１次石油ショック（973、74年）まで、日本は長期にわたる高度経済成長を記
録した。この時代には様々な新商品が現われ、消費生活の高度化と多様化が進んだ。日本経済は急速
に成長し、「0年後所得倍増」のキャッチフレーズを掲げた池田首相の予測を凌駕し、早くも968（昭
和43）年には、GNP（国民総生産）が960年の2.25倍に達し、やがて日本が米国に次ぐ世界の経済大
国となる基礎ができた（田中［998］，p. 75）。
⑵　自民党政権の動向
　この経済成長の時代に自民党の政権は、955（昭和30）年の「55年体制」成立後の鳩山内閣、石橋
内閣を、そして岸信介内閣（957-960）、池田勇人内閣（960-964）、佐藤栄作内閣（964-972）、
田中角栄内閣（972-974）と推移した。この時期は東西冷戦期（947-99）にあたり、経済・外交・
宣伝などを手段として、東西の陣営が厳しく対立する時代であった。中国問題に引きつけていえば日
本は952年に台湾（蒋介石政権）と日華平和条約を結び、その後の20年間にわたって、中国本土の人
民共和国とは不正常な外交関係を続けていた4。
3　 郵政省・保安庁（防衛庁）・国鉄・電電公社の制服・作業服・毛布・軍手・裏地・シート等の各分野に納入した。
4　 972年９月、田中角栄首相は北京で毛沢東主席・周恩来総理と会見し、国交回復を果たした。同時に日華平和
条約は存続の意義を失い、台湾政府は「背信忘義の行為」と非難して対日断交を声明した。
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⑶　中国視察団の来日
　クラレの主力・ビニロン事業が好調でフル稼働中の958（昭和33）年１月、中国化学工業考察団5
が来日し、富山工場（ポバール生産）と岡山工場（ビニロン生産）を見学して、プラント輸入の申し
入れを行った。それは岸内閣6の時であった。しかし、交渉が両者間で開始されようとした矢先に長
崎国旗事件7が発生し（同年５月）、中国政府は対日貿易中止を発表した。当時進行中の契約交渉は
中止され、約２年半にわたって貿易は停止された。その後、中国では大躍進運動（958年～）による
経済の混乱と自然災害（962-63年）が相ついで発生し、食糧事情そして衣料事情が急速に悪化した8。
こうした事情を背景にして、960年になると両国間に再び貿易拡大の機運が高まった（大原［963］，
pp. 03-04；クラレ［980b］，p. 96）。
２.プラント輸出交渉の経緯
　クラレ側の動きについては、これまで知られていなかったが、ここでは同社の社内資料等によりそ
の概要を確認しておこう。
⑴　池田内閣の政経分離政策
　960（昭和35）年2月成立の第２次池田内閣は、「自由国家の一員としての立場で、日中貿易を拡
大の方向に進める」との基本方針を、翌96年１月30日の第38国会で示した。両国間の貿易環境改善
の機運の高まりとともに、中国側でビニロン・プラント輸入の動きが復活した。962年１月には中国
より正式にプラント見積書提出の要請があり、クラレはこれに応じることにした（クラレ［980b］）。
⑵　自民党の姿勢
　大原總一郎社長は、あらためてプラント輸出の実現を決意し、自民党内で最も慎重派とされていた
佐藤栄作9を訪ねて、その意思を確かめた。そこで佐藤から「対米的顧慮のために逡巡する必要はない」
との返答を得て、自民党とその内閣が「中共貿易」（中国貿易）に対して前向きの姿勢であることを
確認した（大原［963］，p. 04；クラレ［980b］，p. 96）。
5　 侯徳傍団長は、中国化学界の重臣。自身が化学者で、中国では「侯氏ソーダ法」として知られる。
6　 安保改定の為に日米関係を重視した。台湾の国民政府擁護派の内閣（957年２月-962年７月）。
7　 958年５月、浜屋デパートでの、日中友好協会長崎支部主催「中国切手・切り紙展覧会」会場で、右翼団体員
が五星紅旗を引下ろし毀損した。中国の陳毅外交部長は中国に対する侮辱であると声明し、日中間の貿易契約
はすべて破棄された。この背景には、岸信介首相が958年３月、台湾・蒋介石総統に中華人民共和国不承認を
保証する親書を出したことがあった。
8　 当時、総路線・大躍進・人民公社の３つは社会建設の“３本の紅旗”として称賛されたが、959年には大躍進政
策の失敗から全国的に深刻な食糧不足を招き、農村では数年間で500万人の餓死者が出たといわれる（加藤・
上原［2005］，p. 45）。この時期の中国は人口増が著しく、950年代半ばから食糧事情が悪化し、従来の綿花栽
培地を穀物用地に転用したため繊維不足の問題が発生した（手塚［963］，pp. １-６）。
9　 948年第２次吉田内閣の官房長官で、後に首相在任７年８カ月の長期政権を維持した（964年0月-972年７月）。
岸信介の実弟である。
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⑶　北京訪問と輸出交渉
　ⅰ）962年９月、クラレ（豊島武治副社長ほか）は中国政府からの招聘により訪中し、最初の具体
的折衝を行なった。中国政府のプラント輸入の熱意は確認したが、輸入条件は価格面で実現不可能な
までに隔絶していた（大原［963］，p. 04）。支払条件については、その後、両者間で歩みよりがあっ
たが、その点については後述する。
　ⅱ）962年月、高碕達之介20団長の経済使節団が訪中して、「日中両国民の長期総合貿易の発展
に関する覚書（LT覚書）」（後述）に調印する際に、豊島クラレ副社長も同行し、中国技術進口公司
との間でビニロン・プラント輸出議定書に調印した。これに基づき中国ビニロン考察団が同年2月か
ら翌年１月にかけて来日し、クラレの工場見学と輸入技術範囲の調査を実施した（クラレ［987a］）。
　ⅲ）963年３月にはクラレ技術者が訪中して現地調査を行ない交渉の進展を図った。プラント輸出
交渉の最終段階を迎え、同年５月、クラレ常務取締役・矢吹修を団長とする契約交渉団が訪中した。
この時点でも契約交渉は難航したが、互恵平等の基本精神をうたって、同年６月29日、中国技術進口
公司・崔群総経理と正式契約書へ調印するにいたった（クラレ［963］，pp. 05-06）。
３.日本政府への許可申請と政治問題化
　クラレは直ちに日本政府へプラント輸出の許可申請を行なったが、国交未回復の社会主義中国に対
する初のプラント輸出となることから国内外で異常な関心を呼んだ。政財界では支持が出る一方で、
台湾擁護派の政治家や、一部西側外交官筋からの批判と反対意見が提起され、本来の経済問題が完全
に政治問題化した。大原社長をはじめ、クラレ幹部は政府・政党・財界・在日外交官など各界へ積極
的に了解工作を行ない、高碕事務所はこれをLT貿易（脚注22）の目玉として強力に支援した（クラ
レ［987a］）。しかし、その後の８カ月間、事態は政経分離方式の具体的な運用方法について合意を
見ることができず、行き詰まることとなった。
４.解決への道
⑴　政経分離方式と政府内合意
　池田内閣は国交のない中国に対して、「政経分離方式2」による関係改善策をとった。962年９月
9日、親中国派の自民党議員・松村謙三を中国に派遣して、周恩来首相との会談により、「積み上げ
方式」による日中関係正常化の合意が成立した。その結果、月９日、高碕達之介と廖承志との間で
20　 昭和期の実業家、政治家。99年東洋製缶を創設。94年渡満。満洲重工業総裁。戦後は㈱電源開発初代総裁。
954年第１次鳩山内閣の経済審議庁長官。955年衆議院議員となり、第３次鳩山内閣まで経済企画庁長官。
958年第２次岸内閣通産相。日中復交前の962年に訪中し、周恩来総理と会談、高碕と廖
りょうしょうし
承志の頭文字をとって、
LT貿易と呼ばれる両国政府の支持のある日中貿易のルートを開き、国交回復に貢献した。
2　 第２次池田内閣は、「自由国家の一員としての立場で、日中貿易を拡大の方向に進める」という政府基本方針を
96年１月の第38回国会で示した。
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「日中貿易に関する覚書」（LT貿易22方式）が調印された。しかし、政府は日米関係、日台関係およ
び西側諸国への配慮から、対中貿易の開始を躊躇した。クラレの積極性に理解を示しつつも、政府は
自民党内の親台湾・反中国路線に固執する保守派に配慮して、結論を出すまでに混乱を重ねていたの
である。
⑵　日本政府の解決策
　中国向けプラント輸出第１号は、最終的には池田首相の決断により承認された。それは日本政府に
与えられた60日間の期限23切れを目前にした963年８月26日のことであった。958年１月に中国化学
工業考察団が来日して以来、既に５年余が経過していた。
　プラントは価格約２千万ドル、頭金25％、金利4.5％、船積後５年の延払という条件であった。日
本政府は上記のように自民党内の反対論に配慮して結果を先送りにしていたが、延払の金利を原案の
4.5％から6.0％に引き上げるかわりに２千万ドルの価格はその分だけ引き下げるという対策案をまと
め上げた。金利引き上げの根拠は、後進国に高い金利でプラント輸出しているのに中国へ安い金利で
輸出すると、米国や欧州諸国から批判を受けるという恐れがあったので、これを回避するためであっ
た（『朝日新聞』963年８月2日第５面）。こうして963年８月20日、政府が認可方針を決定して、北
京ポバール・ビニロンプラントの輸出問題は決着を見た。
⑶　大原總一郎社長の対中意識
　企業体としてのクラレは企業戦略の一環として対中プラント輸出に取組んでいた。実際これから見
るように、クラレはビニロン・プラントの輸出を成功させることによって中国側との間に信頼関係を
築き、対中進出を加速した。しかし、大原社長が述べている以下の言葉にも注目しておくべきであろ
う（以下は原文のまま引用する）。
　「私達が今から中国に建設しようとするポバールとビニロンのプラント技術はクラレの一企業に働
く１万の従業員が、戦後の困難に屈せず心血を注いで創り育てた会社の財産である。その経営者であ
る私は、会社の利益のために有償でこれを売却する責務を持つ。私の念願することは、日産30トンの
ビニロンは、繊維に不足を告げている中国人大衆にとって、いささかでも日々の糧となり、戦争によっ
て物心両面に荒廃と悲惨をもたらした過去の日本人のために、何程かの償いにでもなればということ
以外にない」（大原［963］，pp. 07-08）。
22　 962年月に中国代表・廖承志と日本の民間代表・高碕達之介が北京で取決めた覚書（備忘録）に基づく日中
総合貿易の通称。LTは両者の頭文字をとったもの。無条約下の日中貿易の中心となった。68年３月からは１年
の期限付で日中覚書貿易と改称、政治運動に左右され、不安定ではあったが存続し、日中国交回復後の日中貿
易協定の成立で役割を終えた。
23　 中国側は契約発効（調印後２カ月）までに日本政府の認可がないか、延払５年の基本条項が認められない場合、
契約を取消すとの強い態度を示した（『朝日新聞』963年７月20日第５面）。
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　大原はここで戦争に対する贖罪を語っている。短期的には政権与党との間に大きな摩擦をもたらし、
経営的にも損失をもたらしかねない対中プラント輸出に対してクラレが大胆に取組んだ背景には、企
業としての長期的な戦略ばかりでなく、戦前期の日中関係に対する企業トップの反省があったという
ことは注目しておくべきである。
⑷　台湾対策
　吉田茂元首相は964（昭和39）年２月23日、羽田発の日航機で訪台した。政府派遣の特使ではなく
個人の資格で、池田首相の蒋介石総統にあてた親書を携行した。26日の会談で蒋介石は、中共向プラ
ント輸出は純民間ベースならやむを得ないとの意向を表明した。これに対して吉田は日本経済の成長
に伴い市場獲得のために中共貿易の必要性がある旨を強調した。蒋は、日本が大陸に戦略物質を輸出
することには反対であること、また日本政府が延払方式を認可して輸出することは中共に対する援助
となるから反対であることを表明した。吉田は「戦略物質は政府が禁止している。延払輸出は政府が
認可して輸銀の資金を使い輸出する場合は、資金枠に限度あり、さし当りはできない」24と説明した
（『朝日新聞』964年２月27日第１面）。
５.プラント建設の経緯
⑴　プラント輸出時期の中国情勢と各プラントの概要
　表１は949年に人民共和国が成立してから改革開放政策に転換する978年までの30年間の中国情勢
とクラレから中国への各プラント輸出の時期をまとめたものである。
表１　中国年表とプラント輸出の関係
24　 自民党はLT貿易の第２号として許可申請を行なったニチボーのプラント輸出申請を米国・台湾への配慮から
不認可とした。（『朝日新聞』964年２月27日第１面）。
区　　分 中　　国　　年　　表 クラレ年表・プラント輸出の経過
経済復興と新
民主主義期
949－52
949　中華人民共和国成立（0月）
950　朝鮮戦争勃発（～53）
952　土地改革完了
949　ビニロン工業化決定（２月）
950　ビニロン工業生産（月）
（ポバール・富山、ビニロン・岡山）
第１次５カ年
計画期
953－57
953　第１次５カ年計画開始
956　社会主義的改造の完了
954　 ポバール部分重合法開発・高
強力ビニロン生産に成功
大躍進・経済
困難期
958－60
958　毛沢東「大躍進」提起。人民公社成立
959　 盧山会議「大躍進」で対立、　劉少奇国家主席就任
959　黒竜江省で大慶油田の試掘成功（９月）
958　中国化学工業考察団来日
（ポバール・ビニロン工場見学）
960　クラレ訪中団・北京訪問
経済調整期
96－65
96　第８期９中全会調整政策への転換
962　 経済指導権を劉少奇、周恩来、鄧小平、陳雲へ委ねる
963　北京プラント契約（６月）
965　北京プラント完成（８月）
24
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　難産であった北京ポバール/ビニロン・プラント輸出の成功実績を契機に、上海ポバール・プラン
トと四川ポバール・プラントへと継続してプラント輸出を成約した（以下では、それぞれ北京プラン
ト、上海プラント、四川プラントと略称する）。
①【北京プラント】
ⅰ）経　緯
　複雑に交錯した内外の政治的諸問題を解決し、963（昭和38年）８月26日付で日本政府の承認が得
られた。
ⅱ）契約概要
・ 設備・技術：カーバイド・アセチレン法によるポバールからビニロン紡績までの一貫製造プラント
設置および生産技術全般。
　設備、技術ともクラレが戦後開発した最新鋭技術によるものであることを保証した。
・工程：　石灰石 カーバイド アセチレン 酢酸ビニル ポバール ビニロン パーロック紡績→ → → → → →
・ 生産能力（日産）：ポバール30トン、ビニロン・ステープル25 25トン、トウ26 ５トン、パーロック
紡績27　2,000錘。　・契約金額：約72億円（英ポンド払） ・支払条件：契約発効時=契約金額の
0％、船積完了時=5％、船積完了後=５カ年に残りの75％を均等分割払・各回5％ （クラレ
［987b］）。
ⅲ）建設工事と技術指導
25　Staple fiber：長繊維を機械的に切断した短繊維で、通常の紡績に供する。
26　Tow：長尺繊維束でパーロック紡績に供する。
27　パーロック式牽伸切断紡績のことで、高強力糸が得られる。レーヨン・スフ開発当時に得た技術。
出所： 中国年表は加藤・上原［2005］，pp. 4-48，pp. 34-35を参考に筆者作成。なお、区分の境界は概略を示し、必ずしも
厳密なものではない（作表にあたり南［2005］，pp. 9-207も参考にした）。なお、本表ではビニロンに続くクラレの烟
台・人工皮革プラント輸出関係についても記入した。
文化大革命と
その影響期
966－76
966　文化大革命勃発
97　国連復帰
972　中角栄首相訪中。日中国交正常化（９月）
974　日中貿易協定調印
975　 周恩来「４つの近代化」提唱（農・工・国防・科学）
976　 周恩来没（１月）・第１次天安門事件（４月）・毛
沢東没（９月）。
966　北京プラント引渡（１月/２月）
973　上海プラント契約（３月）
974　四川プラント 契約（１月）
976　上海プラント完成（３月）
洋躍進期
977－78
977　鄧小平再復活
978　日中平和友好条約調印（８月）
978　 第１１期３中全会　改革開放政策へ転換（2月8日）
977　上海プラント引渡（２月）
978　烟台プラント契約（５月）
改革開放政策
転換以後
979－200
979　米中国交正常化
989　第２次天安門事件
997　鄧小平没、香港返還
200　WTO加盟（2月）
980　四川プラント完成（１月）
980　四川プラント引渡（３月）
983　烟台プラント完成（６月）
983　烟台プラント引渡（９月）
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　ポバール工場とビニロン工場は中国側の主管官庁が異なり、用水問題との関わりで別々の場所に立
地された28。964年0月から機械設備・材料類を神戸港より船積した。クラレの建設技術者及び関連
メーカーの技術者00余名を派遣した据付工事は順調に進捗し965年８月に完成した。クラレは運転
技術者75名を派遣し、OJT指導を実施した。ポバール工場は966年１月、ビニロン工場は２月にそ
れぞれ確認運転を行なった。製品は品質・数量・原単位等、すべて所期の目標を達成した（クラレ
［987a］）。
ⅳ）確認運転と引渡
　ポバール工場は966（昭和4）年３月、ビニロン工場は同年５月に各々引渡調印した。こうして中
国へのビニロン・プラント輸出は成功を収め、クラレの技術は中国側から満幅の信頼を集めて、その
後のプラント輸出への伏線になっただけでなく、日中友好関係の促進にも大きく貢献した（クラレ
［987a］）。
ⅴ）プラント竣工とその効果
　中国ではその後、このビニロン・プラントで得た技術をベースに、自らの手で中国各地の0数か所
にビニロン工場を建設し、繊維に不足していた中国人の衣料用にビニロンの供給を行なった。これに
よりビニロン・プラント輸出が中国人の生活向上に大きく貢献することになった（クラレ［987a］）。
ⅵ）大原總一郎社長の北京訪問
　965（昭和40）年0月2～25日に中国を訪問、北京に完成したビニロン工場を視察し、陳毅副総理、
郭沫若29中日友好協会会長、廖承志国貿促主席、南漢宸らの要人と会談した（クラレ［980a］，p. 
57）こうした動きを通じて、クラレは中国政府要人との新たな人脈を構築した。
ⅶ）北京プラントの特徴と歴史的意義
　当プラントは中国初の大規模なポバール、ビニロン、紡績までの一貫製造プラントであった。この
製造技術は中国内に産出する石灰石を原料としており、外貨の不足に直面する中国側には魅力的で
あった、クラレの先端技術であり中国側の自主技術では開発できなかった、という２点が重要である。
②【上海プラント】
ⅰ）経　緯
　97（昭和46）年秋、中国側からクラレに対して、石油を出発原料とするエチレン・酢酸ビニル・
ポバールを製造するプラント30の見積書提出の要請を受けた。この背景には、大慶・勝利などの大油
28　 使用水量の多いポバール工場は北京市朝陽区（都心より5㎞）のコンビナート地区に、ビニロン工場は北京市
順義県（同50㎞）の畑地に建設された。
29　 日本に留学し、六高（現在の岡山大学）・九州大学医学部卒業。949年中華人民共和国成立後、国務院副総理・
文化教育委員会主席・科学院院長を兼任。963年中日友好協会名誉会長となる。
30　 クラレ岡山工場では、水島コンビナートからパイプライン（30Km）でエチレンガスの供給を受け、エチレン
法による酢酸ビニル・ポバール生産開始（968年0月）。エチレンから気相法で酢酸ビニルを量産する世界初の
プラントであった。生産能力増とコスト低減策としての石油化学への転換である（クラレ［2006］，p. 30）。　
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田の開発3を急ピッチで進め、石油化学工業の展開を図ることにあった。972年３月、中国化合繊工
業視察団（李正光団長）が来日、クラレ岡山工場と、関連する三菱油化㈱の四日市と鹿島の両コンビ
ナートを視察し、石油化学と合成繊維の詳細調査を行ない帰国した。同年６月、訪中要請によりクラ
レ契約交渉団（岡林次男副社長・団長）が北京にて長期にわたる交渉を重ねた。折から、田中角栄首
相が訪中32し、９月29日に「日中共同声明」に調印して国交を樹立したことから、両国間の友好は一
層促進されることになった。973年３月、クラレ訪中交渉団が契約調印した（クラレ［987a］；クラ
レ［2006］，p. 40）。
ⅱ）契約概要
・設備・技術：エチレン法酢酸ビニルからボバールを製造する技術。
・工程：製油所 灯軽油分解 エチレン 酢酸ビニル ポバール ビニロン→ → → → →
　　　　三菱油化/三菱重工  クラレ  中国側の自前技術
・生産能力：酢酸ビニル=年産66,000トン、ポバール=年産33,000トン　
・契約金額：52,747,308元（邦貨：約77億円）。－前回の英ポンド払が今回から元での契約になった-
・ 支払条件：契約発効後=0％ 船積完了後=5％ 工場引渡2カ月後=５％  船積完了後=５年間0回
分割払70％。　（クラレ［987a］）。
ⅲ）建設工事と技術指導
　クラレは契約締結とともに設計、機器調達に着手し、機器類の船積を974（昭和49）年末に終了す
ると、技術者を派遣して建設の指導に当たり、前回プラント輸出の経験を生かして効率的に建設を進
めた。976年３月建設工事を完了、引き続き運転指導を行ない、翌977年２月に中国側への引渡を終
えた（クラレ［987a］）。
ⅳ）プラントの竣工とその効果
　このコンビナートは上海石油化工廠と呼ばれ、中国石油化学工業発展の一大中心をなしている33。
この石油化学コンビナートを作る契機となったのが、このプラント輸出交渉時の話し合いにあったこ
とである（クラレ［987a］）。このプラントの特徴は三菱油化との共同受注にあり、エチレンから酢
酸ビニルを経てポバールまでの工程をクラレが担当し、後続のビニロン・プラントのみは中国側が自
前で建設することである。これは北京プラントでの中国側の経験が活かされた証である。ビニロン製
造設備を自前で建設できるまでの技術を、北京プラント建設時のクラレ側の指導と、その後の操業経
験により蓄積されたためである。
3　黒竜江省南西部の大慶をはじめ、960年から次々に中国国内油田の採掘を開始、石油化学工業都市を形成した。
32　 戦後日本の首相として初の中国訪問。９月26日に周恩来首相と国交正常化の基本方針について会談、27日に毛
沢東主席と会談し、29日に共同声明に調印して国交を樹立した。937年（昭和2）年の盧溝橋において勃発し
た「日中戦争」から数えて35年目の国交回復である。
33　工場は上海市金山の杭州湾に面した埋立地に建設された。
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ⅴ）上海プラントの特徴と歴史的意義
　当プラントは、従来のカーバイド・アセチレン法（北京プラント）から石油化学に原料転換してポ
バールを製造する中国初の技術である。中国では石油開発が進み、石油の輸入すなわち外貨の消費を
回避しながら（時代の要請から）生産コスト・製品品質・生産効率の面でより有利になっていた石油
を原料とする新技術の導入をしようとした。この技術はクラレ岡山工場が開発した最新技術であった。
③【四川プラント】
ⅰ）経　緯
　中国では四川省に産出する天然ガスを原料として、アセチレンとその誘導品を製造する計画を進め
ていた。クラレは972（昭和47）年0月、技術チームを北京に派遣して、天然ガスからアセチレン・
酢酸ビニル・ポバールを製造する技術34に関し、クラレの中条工場（新潟）での実績に基づく技術説
明を行なった。翌973年６月、クラレに対してポバール・プラント（年産45,000トン）の見積を要請
した。クラレは代表団を北京に派遣して交渉した。交渉は翌974（昭和49）年１月に締結された（ク
ラレ［987a］）。
ⅱ）契約概要
・設備・技術：天然ガス法酢酸ビニルからポバールを製造する技術。
・工程： 天然ガス アセチレン アセトアルデヒド 酢酸ビニル ポバール ビニロン→ → → → →
　　　　　　仏・Speichim  クラレ  中国側の自前技術
・生産能力：ポバール年産45,000トン。　・契約金額：38,890,000元（邦貨換算56億円）。
・ 支払方法：契約発効後=5％  船積完了後=0％　工場引渡後2カ月=５％ 船積完了後５年間0回
均等払=70％
ⅲ）建設工事と技術指導
　975（昭和50）年３月に現地の建設工事に着工した35。同地域はインフラ等の立地条件が悪く、中
国側の内部事情から工事は大幅に遅延し、主要工事の完成は977年３月であった。さらにコンビナー
ト全体の建設工事が遅れたため、確認運転実施はおよそ３年後の980（昭和55）年１月であった。確
認運転では目標とする技術・経済指標をすべて達成し、同年３月にプラントの引渡を完了した（クラ
レ［987a］）。
ⅳ）四川プラントの特徴と歴史的意義
　当プラントは中国内で開発が進んだ天然ガスを原料として、より効率的にポバールを製造する中国
初の技術であった。フランス企業スペイシム社との共同受注であった点で、それ以前の二つのプラン
ト輸出とは異なっていた。この技術はクラレ中条工場で実施中の最新技術の移転であった。
34　 クラレは962年５月、新潟・中条工場で、天然ガス法によるアセチレンで高品質のポバールを生産開始（日産
40トン）。クラレのポバール生産能力は富山工場と合わせて日産25トンとなった（クラレ「2006」，p. 26）。
35　工場は、四川省長寿県長江江岸の四川省維尼綸廠に建設された。
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（２）プラント輸出３件のまとめ
ⅰ）衣料繊維に不足する中国でビニロンがそれを充足し、中国経済と中国の化学工業に寄与したこと。
　中国は社会主義経済の建設を強力に推進した。工業化の一つは綿業で、並行して化学繊維の生産も
企図され、戦時中日本が建設したレーヨン工場を復元して生産を開始した。合成繊維では東独の技術
援助でナイロン工場が新設された。当時の中国化学繊維生産会社は次の通りであった（大原［96］， 
pp. 356-362）。
表２　1960年代中国の化学繊維会社一覧
a ）当時のレーヨン繊維やナイロン繊維は、物性面36から一般衣料には不向きである。これに対して綿・
羊毛に近似した性質を持つビニロンは、石灰石と電力により低コストで生産できることから、中国
側ではプラント輸入の必要性があったと見る。ビニロンの用途は広く、天然繊維や化学繊維に比し
て多くの特性を持つ。繊維長は任意にカットできるので各種天然繊維や化学繊維との混紡が可能で、
在来紡機にも適合する。質実剛健の繊維は中国の衣料用に適した。
ｂ ）中国は959年から6年にかけ、連続３年の重大な自然災害に見舞われ、国民経済にかなりの困難
を生じた。北は干害、南は集中豪雨による水害と、全国総耕地面積の約半分に達する約6,000万ヘ
クタールが被災した。自然災害による食糧不足が食糧の輸入と農産物の輸出不振を招き、外貨面に
影響を及ぼした。このため衣料繊維の不足は深刻であった。（橋本［962］，pp. １-６）。これをビ
ニロン・プラントが充足したのである。
c ）最初の北京プラントはカーバイド・アセチレン法によるポバールからビニロンの一貫製造プラン
ト設置および生産技術全般を技術移転した。２番目の上海プラントは杭州湾に面した埋立地に、ク
ラレの提案で建設された石油化学コンビナートである。ここには、三菱油化㈱のエチレン・プラン
ト及びクラレの酢酸ビニル/ポバール・プラントとビニロン工場がパイプラインでつながった。こ
のコンビナートには、その後ポリエステル繊維、アクリル繊維、ポリエチレン等の合成繊維工場も
36　柔軟性、吸水性（吸汗性）、保温性、耐熱性、耐薬品性、洗濯性をはじめ、衣料用としての各種堅牢度が低い。
会　  社　  名 繊維種類 生産開始 備　　　　  考
Aloud Rayon Co. レーヨン 958 国営。英ドプソン・アンド・バロウ社機械。
Antung Chemical Fiber Plant（安東） レーヨン・スフ 957 国営。
Kiangsi Cellulose Fiber Plant レーヨン 959 国営。
Paoting Cellulose Fiber Plant（保定） 強力レーヨン 959 国営。東独の技術援助。
Peiping Synthetic Fiber Plant（北京） ナイロン 959 国営。東独の技術援助。唯一の合成繊維。
出所：大原［96］，p. 360より抜粋して筆者作成。
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併せて建設され、中国合成繊維工業の画期的発展につながっただけでなく、上海石油化工廠と呼ば
れる中国石油化学工業の一大中心をなした。３番目の四川プラントは長江江岸の四川維
ビ
尼
ニ
綸
ロン
廠に立
地する天然ガス方式のポバール工場である。クラレの３つのプラントは中国の化学工業に大きな影
響を与えた。
ⅱ ）戦後の日中関係を互恵平等の方向で修復する上で、プラント輸出の成功は大きく寄与した。北京
プラントは、962年成立のLT貿易の第１号となったが同時に、74年の日中貿易協定の成立でその
役割を終えるまで唯一の実績であった。このプラントは日中国交回復の促進に寄与した。
ⅲ ）中国との人的交流と信頼関係を構築し、後続プラントや合弁事業の伏線となった。963年の北京
プラント契約から、上海プラントを経て、980年の四川プラント引渡までの通算7年間に及ぶ中国
への技術移転は、日中相互の信頼関係を築きあげ多くの人的交流を果たした（詳細は後述）。
Ⅳ　ビニロン・プラント輸出の特徴
　日中貿易の黎明期ともいうべき戦後体制の下で行われたビニロン・プラント輸出の特徴を以下に集
約する。
１.政経問題
　国交未回復時の混乱とプラント輸出の実現過程
　最初の北京プラント輸出契約は963（昭和38）年で、日中国交回復（972年）の９年前である。日
本国内では社会主義中国に対する反感から抵抗の動きが広がったが、日本政府は紆余曲折の末に政教
分離の原則を掲げてこの輸出事業を承認した。大原はこの輸出事業に対して、中国に対する強い贖罪
の意識を持ち、不退転の決意を以て取り組んだと回顧している（クラレ［987a］）。そして、ビニロン・
プラント輸出による収益性は採算ラインの下限であったといわれる。この点を経営分析によって検証
することは今後の課題として残さざるをえない。しかし、企業体であるクラレが中国に対する長期戦
略の一環としてこのプラント輸出事業に取り組んでいたであろうことは想像に難くない。実際、この
時のプラント輸出を足がかりに、対中関係を築き上げたクラレは、970年代そして改革開放時代を通
して、日本の合成繊維メーカーとしては最大の対中事業を展開していくことになった。
　北京プラントの契約金額は最終的には約72億円（英ポンド払、円価値保証付き）で、５年間の延払
方式の決済であった。この方式は金額が大きい貿易の場合に、頭金以外の残りを一定期間猶予するも
ので、外貨準備の少ない発展途上国へのプラント輸出に適用される手段である。通常は政府系金融機
関の日本輸出入銀行（国際協力銀行の前身）の融資を使い、一定範囲で相手国に政府による信用供与
を約束することになる。信用供与は事実上、中国に対する経済援助になるというのが自民党台湾擁護
派や外務省の反対理由であった。池田首相、福田通産相は認可の方針であったが、自民党内の調整に
時間がかかった。通産省案は金利4.5％から6.0％に引き上げて批判をかわし、金利引き上げ分だけ契
約金額を減額することで関係者の了承を得た（『朝日新聞』963年８月2日第５面）。すなわち中国側
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の実質的な負担を増額することなく、批判勢力のメンツを立てて、プラント輸出を実現することに成
功したのである。
２.技術移転と対価の授受方式
　クラレが行なったプラント輸出はいずれもターンキー方式37で、クラレは設計、据付から確認運転、
引渡検収までのすべてをクラレが担当し、技術資料引渡とOJT方式による現地従業員教育を実施した。
さらに中国の中堅社員に岡山工場で長期研修も実施した。対価の授受方式は通常、西側諸国で用いら
れるランニング・ロイヤルティー方式では、技術移転契約発効、工場の建設開始時、生産開始の３時
期に、一定額が授受され、生産・販売が開始されると、販売額に一定率を掛けた金額がロイヤルティー
として授受される（その金額は製造業の利益率５％を目安に決められる（伊藤［2005］，p. 46）。こ
れに対し、既述のようにクラレのプラント輸出３件はすべて５年間の延払方式で決済された。生産量
を問わず特許料を含めて全部込みの計算方法をとったのは、国情が異なる社会主義国家には西側諸国
のような商業ルールが存在しなかったためである（なお、同時期の958年に米国エア・リダクション
社へポバールの技術輸出をした時は、頭金３回分割払いとロイヤルティー方式が採用された）。この
ような中国との決済方法は戦後の対中技術移転の大きな特徴である。
３.中国にもたらした経済効果
　北京プラントのポバール製法はカーバイド方式であったが、上海プラントは石油化学方式（クラレ
岡山工場で実施中）の技術を、四川プラントは天然ガス化学方式（クラレ中条工場/新潟で実施中）
の技術をそれぞれ移転した。こうした原料の転換は（970年代）の油田開発や980年代の天然ガス田
開発の進展を反映したものであった。そしてポバール原料を石油や天然ガスに転換したことは、製造
過程で生成するエチレン・プロピレンを中心とする炭化水素から各種誘導品を利用する総合的な石油
化学工業への展開を図ることができることから、これらの技術はさらなるスピルオーバー（spill 
over.外部経済）効果を生み、中国の化学技術の向上に貢献することになった。
４.クラレ側の経済効果
　最初の北京プラント（ビニロン・プラント963年契約/966年引渡）から烟台プラント（人工皮革
プラント978年契約/983年引渡）まで、通算20年間に及ぶ技術移転を通じて、多くの人的交流を実
施したことはクラレの大きな財産となった。ビニロン・プラントで中国に先鞭をつけたクラレは、そ
の後、新たな事業を展開することに成功した。
37　 Turn key system： 一括請負方式。プラント建設に当たり、用地整備、建設、設備据付、試運転までの一連の
業務を一括して受注者が引き受ける方式。キイーを回すだけで操業できる状態で発注者が工場の引渡を受ける
ことから、この名称が生まれた。発展途上国に対してはこの方式の輸出が多い。
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⑴　人工皮革プラントの輸出：新たな技術移転
　クラレは975年８月より人工皮革「クラリーノ」を中国に輸出していたが、中国では牛皮の供給が
少なく人工皮革の潜在的な需要が極めて大きかった。978年５月、人工皮革プラント輸出契約を締結
し、ターンキー方式で山東省烟台にプラント建設をした。983年９月には中国で最初の人工皮革工場
（烟台合成革廠）が完成、年産300万㎡（紳士靴換算で,800万足分）の人工皮革が産出されることになっ
た（クラレ［2006］，p. 40；藤本［20］，pp. 85-204）。
⑵　中国での事業展開
　クラレは995年、可
ク
楽
ラ
麗
レ
香港有限公司や上海事務所（2002年、現地法人）を設立し、2000年代初め
から中国各地での事業を積極的に展開している。上海可楽麗魔術粘扣帯（上海）有限公司（2004年・
面ファスナ―「マジックテープ」の現地加工）、可楽麗化学（寧夏）環境化工有限公司（2004年・活
性炭生産）、禾欣可楽麗超繊皮（嘉興）有限公司（2004年人工皮革生産）、可楽麗亜克力（張家港）有
限公司（2005年・メタクリル樹脂38シート生産）など、中国各地での展開を図っている。この源流は
ビニロン・プラント輸出の成功にあると言える。
Ⅴ　おわりに
１.分析の小括
　本論文はクラレの対中プラント輸出に焦点をあて実証的に見て来た。以下では冒頭に記載した課題
に添って、その内容を簡潔にまとめると以下の通りである。
課題①プラント輸出に必要とされたノウハウ
　ビニロンは自国資源（石灰石と電力）により低コストで生産し、糸質は綿・羊毛に近似した性質を
持ち、国民生活に不可欠の繊維を供給することである。
課題②プラント技術が必要とされた背景
　中国は959年から6年にかけ連続３年の重大な自然災害に見舞われ、全国総耕地面積の約半分が被
災し国民経済に困難を生じた。食糧不足から外貨面に影響を及ぼし衣料繊維の不足は深刻であった。
課題③プラント輸出を通して見える日中間の政治・経済関係
　最初の北京プラント輸出契約（963年）は、日中国交回復（972年）の９年前であった。日本国内
では社会主義中国に対する反感の動きがあり、日本政府は政教分離の原則を掲げて輸出事業を承認し
た。２番目の上海プラントの契約交渉中に両国の国交が回復され、ここから日中交流が始まった。プ
ラント輸出の対価授受方式は、輸出３件とも５年間の延払方式で決済された。国情が異なる社会主義
国家には西側諸国のような商業ルールが存在しなかったためである。このような中国との決済方法は
38　 プラスチック中で最も優れた透明性、耐候性を持ち、液晶ディスプレイの導光体、自動車ランプカバー等に使
用される。
249
岡山大学大学院社会文化科学研究科紀要第36号 （203.）
戦後の技術移転の特徴である。
２.展　　望
　30-40年前に行われたビニロン・プラントの輸出については、企業秘密の保持や中国に対する配慮
そして中国側の情報管理といった問題によって資料の公開が遅れている。当該時期の新聞報道の内容
も十分なものではない。このためこの問題に対する検討は、これまでほとんど行なわれてこなかった。
クラレのビニロン・プラント輸出は、日中の国交が未回復であった950年代末に提起され、60年代に
日本からの対中プラント輸出としては先駆的に実現されることになった。紆余曲折を見た輸出契約の
成約過程は、歴史のダイナミクスを示している。注目すべきことに、中国側では963年（契約）の北
京ポバール/ビニロン・プラントの建設を皮切りに、ビニロン・プラントの建設が推進され、石油原
料の上海ポバール・プラント、天然ガス原料の四川ポバール・プラントもまたクラレからの技術導入
によって進められた。
　北京プラントは、ボバール工場（カーバイド法）とビニロン工場（紡績設備付帯）を966年に引渡
し調印した。プラント輸出は成功を収め、クラレの技術は中国側から高い信頼を得て、その後のプラ
ント輸出の伏線となっただけでなく、日中友好関係の促進にも大きく貢献した。中国ではその後、ビ
ニロン・プラントで得た技術39をもとに自らの手で中国各地0数か所にビニロン工場を建設40し、繊
維に不足していた中国人の衣料用にビニロンの供給を行なった。戦後の日本で開発された新技術の導
入によって、中国合成繊維工業の展開は初めて急速に実現されることになったのである。一方、また
クラレの先駆的な輸出事業は、その後のクラレの中国進出に対しても地固めとなる大きな影響を与え
ることになった。外交的な緊張関係が続いていた950-60年代にこうした輸出事業が中国側から提起
された背景には、中国経済が抱えていた外貨不足、繊維不足という深刻な問題が横たわっていた。ク
ラレのビニロン・プラント輸出は、戦後の日中経済交流の進展、そして技術と資本の制約に縛られな
がら自立化を追求していた社会主義中国の経済建設を理解するための重要な事例である。今日の緊密
な日中関係は、世界経済の中で重要な位置付けにあることから、その原点を見つめ直すことにも大き
な意味があると考える4。
39　 中国側の自前技術：北京プラントのビニロン製造設備をモデルとし、習得した機械設備の据付技術と運転技術（ノ
ウハウ）を活かして、日本から機材（部品）を輸入すれば、自らの手で複製設備をつくりビニロンを生産でき
る技術まで成長した。ただし、より高度な化学工学のノウハウを必要とするポバール製造設備に関しては、中
国側にはそれを複製できる技術力はまだなかった。
40　 吉林有機合成化工廠、上海合繊実験廠、北京ビニロン二廠、哈爾浜繊維綸織廠、福建ビニロン工場、上海石油
化工総工場、重慶天然ガス化工総廠、湖南ビニロン工場、宣山ビニロン工場、四川ビニロン工場など（アジア
経済研究所［980］，　pp. 75-76）。
4　 筆者はクラレ研究員としてビニロン以後の、人工皮革「クラリーノ」の研究開発と同中国向プラント輸出（978
年契約/983年引渡）に携わった経験を持つ。本稿はクラレ社内資料を用いているが、その範囲は予めクラレ
から了解を得ている。
250
ビニロン・プラント輸出に見る戦後の対中技術移転の特徴　　藤本　雅之
【参考文献】
　発掘資料に＊印を付した。
⑴　クラレ関係
１．クラレ［987a］60年史（上）稿本（未刊行の社内資料・ページは打たれていない）。未公開。
２．クラレ［987b］60年史（下）稿本（未刊行の社内資料・ページは打たれていない）。未公開。
３．クラレ［2006］80年史　『創新』　クラレ80年の軌跡 926－2006　クラレ
４．クラレ［980a］『大原總一郎年譜』　クラレ
５．クラレ［980b］『大原總一郎年譜』<資料編＞クラレ
⑵　ビニロン関係
６．大原總一郎［96］ 『化学繊維工業論』　東京大学出版会＊
７．大原總一郎［963］ 雑誌　『世界』」 第23号　岩波書店
８．大原總一郎［969］『夏の最後のバラ』　朝日新聞社
９．桜田一郎 ［978］「ビニロンの研究から工業化へ」『化学教育』第２６巻第６号　日本化学会＊
0．桜田一郎 ［969］ 『高分子化学とともに』紀伊国屋書店＊
．安井昭夫　［969］「酢酸ビニルの製造」『石油学会誌』2（） 石油学会
2．鈴木　明　［999］ 『人物・化学技術史』日刊工業新聞社
3．橋本修三　［962］ 「最近の中国市場の動向」『化繊月報』 ９月号（NO.68 ）p. １-６
4．手塚正一［963］ 「日中貿易の現状と見通し」『化繊月報』４月号（NO.75）p. １-６
5．アジア経済研究所［980］ 『発展途上国の繊維産業』アジア経済研究所（中国の繊維事情を参考）。
6．兼田麗子［202］ 『戦後復興と大原總一郎』成文堂
⑶　中国経済
7．加藤弘之・上原一慶［2005］ 『中国経済論』　ミネルヴァ書房　
8．南亮進・牧野文夫［2005］ 『中国経済入門』　日本評論社
⑷　歴史関係
9．田中　浩［998］ 『戦後日本政治史』　講談社
⑸　開発経済
20．伊藤正二［2005］「技術移転」ジェトロ編『テキストブック開発経済学』有斐閣
⑹　先行研究
2 ．峰毅［2009］『中国に継承された「満洲国」の産業』-化学工業を中心にみた継承の実態- お茶の水書房
22．≪当代中国≫叢書編輯部編［986］『当代中国的化学工業』中国社会科学出版社　北京
⑺　論文関係
23 ．藤本雅之［200］修士論文 ｢商品開発と中国への技術移転に関する研究｣－㈱クラレにおける製品開発からプ
ラント輸出までのケース検証－」　岡山大学大学院社会文化科学研究科
24 ．藤本雅之［20］ ｢商品開発と中国への技術移転に関する研究｣－㈱クラレにおける製品開発とプラント輸出ケー
ス検証・人工皮革編－　岡山大学大学院社会文化科学研究科『紀要』第3号　pp. 85-204
25．藤本雅之［20］政治経済学・経済史学会 秋季学術大会『報告要旨』pp. 34-35及び発表時原稿
